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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第101期

第３四半期
連結累計期間

第102期
第３四半期
連結累計期間

第101期

会計期間
自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日

自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日

自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日

売上高 (百万円) 106,350 118,417 138,306

経常利益 (百万円) 1,067 5,641 1,670

四半期(当期)純利益 (百万円) 883 3,503 509

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 258 6,755 1,143

純資産額 (百万円) 96,278 103,414 97,151

総資産額 (百万円) 198,545 206,231 198,771

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 5.48 21.71 3.16

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 48.3 49.8 48.6
 

　

回次
第101期

第３四半期
連結会計期間

第102期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成24年10月１日
至  平成24年12月31日

自  平成25年10月１日
至  平成25年12月31日

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期純損失金額（△）

(円) △2.85 6.09
 

(注)１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　  ２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

　  ３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

　せん。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社、子会社および関連会社（以下「当社グループ」という。）

ならびにその他の関係会社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。

  また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

EDINET提出書類

山陽特殊製鋼株式会社(E01243)

四半期報告書

 2/19



第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告

書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、契約の相手方が変更となった重要な契約は次のとおりでありま

す。

　

合弁事業

当社は、インドのマヒンドラグループ傘下の特殊鋼メーカーであるマヒンドラ・ユージン・スチール

社（以下「ＭＵＳＣＯ社」という。）および三井物産㈱と、インドにおいて中長期的に需要増加が見込

まれている特殊鋼を製造・販売する合弁事業を行うことで合意し、平成23年11月に合弁契約を締結いた

しました。

　その後、ＭＵＳＣＯ社が特殊鋼事業部門を分離、同社100％子会社として新たに設立した準備会社に

事業譲渡を実施し、関係当局の認可取得等の事務手続きを経た後、当社は平成24年９月５日に出資を行

いました。合弁会社の名称は、Mahindra Sanyo Special Steel Pvt. Ltd.で、当社出資比率は29％であ

ります。

  平成25年10月にＭＵＳＣＯ社は所有する株式のすべてを、マヒンドラグループの旗艦企業である

Mahindra and Mahindra Limited (以下「Ｍ＆Ｍ社」という。)に譲渡しました。譲渡後の新しい株主構

成は、Ｍ＆Ｍ社51％、当社29％、三井物産㈱20％であります。

　なお、Mahindra Sanyo Special Steel Pvt. Ltd.の事業運営に関しては、Ｍ＆Ｍ社が経営全般、当社

が生産・技術部門、三井物産㈱がマーケティング部門を担当しております。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。

　

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日～平成25年12月31日）のわが国経済は、円高の修正や

政府の経済政策への期待等を背景として、株価の上昇や企業収益の回復など、持ち直しの動きが見られ

ました。また、世界経済も新興国の一部に弱い動きがみられるものの、米国経済が堅調に推移したこと

や欧州経済にも底打ちの兆しが報じられるなど、総じて緩やかな成長を続けました。

特殊鋼業界におきましては、昨年の年明けから、尖閣問題に端を発した需要の停滞とそれに伴う大幅

な在庫調整が収束に向かい、足下では自動車向けを中心に順調な回復をみせております。

  このような中、当社グループの当第３四半期連結累計期間の売上高は、販売数量が前年同期に比べ増

加したことなどにより、前年同期比120億66百万円増の1,184億17百万円となりました。経常利益は、電

力・燃料価格の上昇などがありましたが、販売数量の増加やコストダウンの実施に注力したことに加
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え、人件費や減価償却費の減、為替差益の計上などにより、前年同期比45億74百万円増の56億41百万円

となりました。四半期純利益は、固定資産除売却損の減少などにより、前年同期比26億19百万円増の35

億３百万円となりました。

セグメント別の売上高および営業損益の状況は、次のとおりであります。なお、各セグメントの売上

高につきましては、セグメント間の内部売上高又は振替高が含まれております。

　

（鋼材事業）

　当第３四半期連結累計期間の売上高は、尖閣問題に端を発した需要の停滞とそれに伴う大幅な在庫

調整からの回復が順調に進み、販売数量が前年同期に比べ増加したことなどにより、前年同期比93億

41百万円増の1,061億24百万円となりました。営業利益は、電力・燃料価格の上昇などがありました

が、販売数量の増加などにより、前年同期比25億円増の36億93百万円となりました。

　

（特殊材事業）

耐熱・耐食合金、金属粉末製品などの製造および販売を行っており、当第３四半期連結累計期間の

売上高は、前年同期比13億14百万円増の58億19百万円、営業利益は、前年同期比４億31百万円増の９

億41百万円となりました。

　
　

（素形材事業）

販売数量の増加などにより、当第３四半期連結累計期間の売上高は、前年同期比17億２百万円増の

136億２百万円、営業利益は、前年同期比３億21百万円増の15億31百万円となりました。

　

（その他）

子会社を通じて情報処理サービス等を行っており、当第３四半期連結累計期間の売上高は、前年同

期比１億28百万円減の８億62百万円、営業利益は、前年同期比５百万円増の28百万円となりました。

　

（注） 金額に消費税等は含まれておりません。

　

(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産残高は、現金及び預金、有形固定資産は減少したものの、受取

手形及び売掛金、たな卸資産の増加などにより、2,062億31百万円（前連結会計年度末比74億59百万円

増）となりました。

負債残高は、借入金は減少したものの、支払手形及び買掛金の増加などにより、1,028億16百万円

（前連結会計年度末比11億96百万円増）となりました。

純資産残高は、四半期純利益の計上やその他有価証券評価差額金の増加などにより1,034億14百万円

（前連結会計年度末比62億63百万円増）となりました。

　

(3) 事業上および財務上の対処すべき課題

　当社グループは、平成23～25年度を実行期間とする第８次中期経営計画を策定し、６点の重点施策を

定めておりますが、当第３四半期連結累計期間において、重要な変更はありません。

なお、当社は、株式会社の支配に関する基本方針を次のとおり定めております。
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① 基本方針の内容の概要

　当社は、「社会からの信頼」、「お客様からの信頼」、「人と人との信頼」の３つを柱とする「信

頼の経営」を経営理念に掲げ、当社の企業価値および株主共同の利益の確保と向上に取り組んでおり

ます。高品質の特殊鋼づくりを通じて、豊かで文化的な社会の実現に貢献するとともに、社会を構成

する一員としての責任を果たすこと、お客様のニーズを迅速・的確にとらえ、高品質の特殊鋼製品を

適切に提供すること、あらゆるステークホルダーの皆様とのコミュニケーションに努め、社会規範に

則り自律的に行動することは、企業としての社会的責任であると同時に、当社の企業価値および株主

共同の利益の確保と向上につながるものであるとの認識であります。

　当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、上記の考え方を十分に理解し、将来

にわたって当社の企業価値および株主共同の利益の確保と向上を指向する者でなければならないと考

えております。

　従って、当社は、第三者による当社株式の大量買付け行為等により当社の企業価値および株主共同

の利益が損なわれることを防ぐため、当該第三者が順守すべき大量買付け行為等に係る適正なルール

を事前に定めておく必要があると考えます。すなわち、当社は、第三者から当社株式の大量買付け行

為等の提案（買収提案）がなされた場合には、これを受け入れるか否かの最終的な判断は、その時点

における株主の皆様に委ねられるべきと考えており、株主の皆様が買収提案について必要な情報と相

当な検討期間に基づいた適切な判断を行えるようにすることが、当社の企業価値および株主共同の利

益の確保と向上のために必要であると考えております。

　
② 取組みの具体的な内容の概要

(イ) 基本方針の実現に資する特別な取組み

当社は、当社グループ全体の企業価値および株主共同の利益の確保と向上のため、３ヶ年毎に中

期連結経営計画を策定し、その達成に向けて、グループ一体となって諸施策に取り組んでおりま

す。

　また、当社は、社会から常に必要とされる企業であり続けるため、中期連結経営計画に基づく施

策の実行に際しては、企業市民の一人としての社会的責任を自覚し、着実にそれを果たしていくこ

とにより、企業としての経済性と社会性を両立させてまいりたいと考えております。

　
(ロ) 基本方針に照らして不適切な者による支配を防止するための取組み

　当社は、上記基本方針に基づき、平成19年４月27日開催の取締役会の決議により、当社の買収を

試みる者が具体的買付行為を行う前に経るべき手続きを明確かつ具体的に示した「株式の大量買付

けに関する適正ルール（買収防衛策）」（以下「適正ルール」といいます）を導入しております。

また、適正ルールの更新条項に基づき、平成25年３月28日開催の取締役会において、適正ルールを

平成25年４月27日付で更新することを決議いたしました。

　適正ルールは、当社取締役会が代替案を含め、買収提案の妥当性を検討するために必要な情報と

相当な期間を確保することにより、株主の皆様が買収提案の内容とこれに対する当社取締役会によ

る代替案等との比較を行い、それぞれにより実現される当社の企業価値および株主共同の利益を十

分に理解したうえで適切な判断（インフォームド・ジャッジメント）を行えるようにすること、加

えて、当社の企業価値および株主共同の利益を損なうこととなる悪質な株券等の大量買付けを阻止

することを目的としたものであります。

　具体的には、当社の株券等を15％以上取得しようとする者（買収提案者）がいる場合に、買収提

案が適正ルールに定める要件（必要情報および検討期間）を満たすときは、その時点における株主

EDINET提出書類

山陽特殊製鋼株式会社(E01243)

四半期報告書

 5/19



の皆様が、対抗措置である新株予約権の無償割当ての可否に関し直接判断を下す仕組みとなってお

ります。新株予約権の無償割当ては、①買収提案者が適正ルールに定める手続きを無視した場合、

②買収提案者が裁判例上悪質と特定された４類型のいずれかに該当し、その買収提案が株主共同の

利益に対する明白な侵害をもたらすおそれのあるものと判断される（国際的評価を得ている法律事

務所および投資銀行の助言等に基づく）場合、③株主の皆様が新株予約権の無償割当てに賛同した

場合に限られます。

　適正ルールは、当社ホームページ（http://www.sanyo-steel.co.jp/）に掲載しております。

　
③ 上記取組みについての取締役会の判断およびその判断に係る理由

　上記②(イ)の取組みは、当社グループ全体の企業価値および株主共同の利益を確保し、向上させる

ための具体的方策として策定されたものであり、基本方針の実現に資するものです。

　また、上記②(ロ)の適正ルールは、買収提案がなされた場合に、対抗措置（新株予約権の無償割当

て）を発動するか否かについて、必要な情報と相当な検討期間に基づいて株主の皆様に判断していた

だくためのルールおよび手続きを定めたものであります。この適正ルールは、買収提案を受け入れる

か否かの最終的な判断を株主の皆様に委ねることにより、当社の企業価値および株主共同の利益の確

保と向上を図るものです。

　以上のことから、当社取締役会は、上記②の取組みが上記①の基本方針に沿うものであり、当社の

株主の共同の利益を損なうものではなく、また、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものでは

ないと判断しております。

　
(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費の総額は11億97百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はあり

ません。

　
(5) 経営者の問題認識と今後の方針について

今後のわが国経済につきましては、これまでの円高修正や、企業心理の改善などにより、回復基調の

継続が期待される一方で、政府の成長戦略の具体的な実施がまだこれから先となることや、新興国の経

済成長鈍化や国際競争の激化、また、そのような環境下における、わが国電力価格値上問題などもあ

り、当社グループをとりまく事業環境は、引き続き楽観を許さない状況で推移するとみられます。

　こうした中、当社グループといたしましては、非価格競争力の強化に向けた取り組みに一層注力する

とともに、需要動向に即した生産の実施やコストダウンの徹底など内部努力を重ね、需要家ニーズに的

確に対応した高品質の特殊鋼を安定供給できる事業体制の構築へ向けてグループの総力を挙げて取り組

んでまいります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 474,392,000

計 474,392,000
 

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成25年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成26年２月14日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 167,124,036 同左
東京証券取引所
(市場第一部）

単元株式数は1,000株で
あります。

計 167,124,036 同左 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成25年12月31日 ― 167,124 ― 20,182 ― 17,593
 

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載

することができませんので、直前の基準日である平成25年９月30日現在で記載しております。

① 【発行済株式】

平成25年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式　　 5,795,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　 160,276,000 160,276 ―

単元未満株式 普通株式　　 1,053,036 ― ―

発行済株式総数 167,124,036 ― ―

総株主の議決権 ― 160,276 ―
 

(注) １　「完全議決権株式(その他)」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株(議決権３個)含まれ

ております。

２　「単元未満株式」の普通株式には、当社所有の自己株式116株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成25年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)
山陽特殊製鋼株式会社

兵庫県姫路市飾磨区中島字
一文字3007

5,795,000 ― 5,795,000 3.47

計 ― 5,795,000 ― 5,795,000 3.47
 

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成25年10月１

日から平成25年12月31日まで)および第３四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 22,684 15,816

受取手形及び売掛金
※4 41,433 ※4 55,769

商品及び製品 10,200 11,237

仕掛品 21,263 21,774

原材料及び貯蔵品 14,316 16,643

その他 4,752 2,710

貸倒引当金 △5 △6

流動資産合計 114,644 123,945

固定資産

有形固定資産

機械装置及び運搬具（純額） 46,033 41,980

その他（純額） 22,906 22,223

有形固定資産合計 68,939 64,203

無形固定資産 757 753

投資その他の資産
※1 14,429 ※1 17,329

固定資産合計 84,127 82,285

資産合計 198,771 206,231

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金
※4 13,341 ※4 17,069

短期借入金 40,391 42,257

未払法人税等 149 730

賞与引当金 1,410 981

役員賞与引当金 － 43

その他 9,763
※4 12,026

流動負債合計 65,057 73,111

固定負債

長期借入金 33,936 26,980

退職給付引当金 935 652

役員退職慰労引当金 72 87

環境対策引当金 213 6

その他 1,405 1,979

固定負債合計 36,562 29,705

負債合計 101,620 102,816
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 20,182 20,182

資本剰余金 22,596 22,596

利益剰余金 54,474 57,493

自己株式 △1,772 △1,780

株主資本合計 95,480 98,491

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,421 4,004

為替換算調整勘定 △263 270

その他の包括利益累計額合計 1,158 4,275

少数株主持分 512 647

純資産合計 97,151 103,414

負債純資産合計 198,771 206,231
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

売上高 106,350 118,417

売上原価 95,885 103,245

売上総利益 10,465 15,171

販売費及び一般管理費 9,133 9,574

営業利益 1,331 5,596

営業外収益

受取利息 30 32

受取配当金 122 126

為替差益 60 491

その他 276 245

営業外収益合計 490 896

営業外費用

支払利息 561 472

その他 193 379

営業外費用合計 754 851

経常利益 1,067 5,641

特別利益

土地売却益 17 4

特別利益合計 17 4

特別損失

固定資産除売却損 322 141

特別損失合計 322 141

税金等調整前四半期純利益 762 5,504

法人税、住民税及び事業税 258 935

法人税等調整額 △414 984

法人税等合計 △156 1,919

少数株主損益調整前四半期純利益 918 3,585

少数株主利益 34 81

四半期純利益 883 3,503
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 918 3,585

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △648 2,582

為替換算調整勘定 △11 547

持分法適用会社に対する持分相当額 △1 39

その他の包括利益合計 △660 3,170

四半期包括利益 258 6,755

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 225 6,620

少数株主に係る四半期包括利益 32 135
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１  資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

　
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成25年12月31日)

投資その他の資産 167百万円 167百万円
 

　

２　保証債務

下記会社等の借入金に対し、保証を行っております。

　
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成25年12月31日)

UCHIDA-SATO TECH (THAILAND)
CO., LTD.

16百万円 22百万円

Advanced Green Components, LLC 142 －

従業員 36 30

計 195 52
 

　

３　受取手形割引高及び裏書譲渡高

　
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成25年12月31日)

受取手形割引高及び裏書譲渡高 127百万円 69百万円
 

　

※４　四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末

日満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

　
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成25年12月31日)

受取手形 1,192百万円 1,448百万円

支払手形 52 78

流動負債その他 － 1
 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりで

あります。

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
至  平成25年12月31日)

減価償却費 8,584百万円 8,137百万円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間 (自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年５月15日
取締役会

普通株式 645 4.00 平成24年３月31日 平成24年６月８日 利益剰余金

平成24年10月31日
取締役会

普通株式 322 2.00 平成24年９月30日 平成24年12月４日 利益剰余金
 

　

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

当第３四半期連結累計期間 (自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年10月31日
取締役会

普通株式 483 3.00 平成25年９月30日 平成25年12月３日 利益剰余金
 

　

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３鋼材 特殊材 素形材 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 89,862 4,505 11,900 106,268 82 106,350 ― 106,350

  セグメント間の内部
　売上高又は振替高

6,920 ― ─ 6,920 908 7,828 △7,828 ―

計 96,783 4,505 11,900 113,188 990 114,179 △7,828 106,350

セグメント利益 1,193 510 1,210 2,914 23 2,937 △1,606 1,331
 

(注) １　「その他」の区分は、報告セグメントに含んでいない情報処理サービス事業等であります。

２　セグメント利益の調整額△1,606百万円は、棚卸資産の調整額△1,637百万円およびセグメント間取引消去31

百万円であります。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３鋼材 特殊材 素形材 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 98,882 5,819 13,602 118,304 112 118,417 ― 118,417

  セグメント間の内部
　売上高又は振替高

7,242 ― ― 7,242 749 7,992 △7,992 ―

計 106,124 5,819 13,602 125,547 862 126,409 △7,992 118,417

セグメント利益 3,693 941 1,531 6,167 28 6,195 △599 5,596
 

(注) １　「その他」の区分は、報告セグメントに含んでいない情報処理サービス事業等であります。

２　セグメント利益の調整額△599百万円は、棚卸資産の調整額△641百万円およびセグメント間取引消去42百万

円であります。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額および算定上の基礎は、次のとおりであります。

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
至  平成25年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 5.48円 21.71円

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額(百万円) 883 3,503

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 883 3,503

普通株式の期中平均株式数(株) 161,347,774 161,331,376
 

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

２ 【その他】

平成25年10月31日開催の取締役会において、平成25年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次

のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額                               　   483百万円

②　１株当たりの金額       　                         3円00銭
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士    乾　　　一　良　　印

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士    浅　野　　　豊　　印

独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成26年２月13日

山陽特殊製鋼株式会社

取締役会　御中

　

 

　

 

　
 

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている山

陽特殊製鋼株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期
間（平成25年10月１日から平成25年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平
成25年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算
書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、山陽特殊製鋼株式会社及び連結子会社の平
成25年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示
していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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